
福岡県

福岡県では、精神障害者の地域移行を推進するために、精神保健福
祉センターでの研修や、保健所における社会復帰促進事業を通して中
核的人材育成を進めている。

保健所単位で進める精神障害者の地域移行

平成27年度中核的人材育成研修フォローアップ会議「事前課題」シート
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11 県の基礎情報県の基礎情報

福岡県

福岡県

取組内容

【人材育成の取り組み】

・福岡県精神保健福祉センターの研修体制で実施

・福岡県社会復帰促進事業を通して実施

【精神障害者の地域移行の取り組み】
・精神障害者社会復帰促進事業
・精神障害者地域定着推進事業
・精神障害者訪問指導体制強化事業
・精神障害者に対する偏見・誤解の是正を図る

講習会の開催

※H27年○月時点

保健医療圏域数 １３か所

人口
（Ｈ２７.３月末）

２，６４８，５１３人

精神科病院の数
（Ｈ２７．３月末）

６３病院

精神科病床数
（Ｈ２７．３月末）

１３,１６２床

入院精神障害者数
（Ｈ２４．６月末）

3か月未満：２，０４７人（１７％）

３か月以上１年未満：１，９４４人（１６％）

１年以上：８，１６６人（６７％）

退院率
（Ｈ２４．６月末）

入院後３か月時点：５３．７％（政令市を含む）

入院後１年時点：８５．８％（政令市を含む）

相談支援事業所数
（Ｈ２７．１０月末）

一般相談事業所数：１３４

特定相談事業所数：３８８

障害福祉サービスの利
用状況
（Ｈ２７.１０月１か
月間）

地域移行支援サービス：２５人

地域定着支援サービス：６２人

保健所 ９か所

自立支援協議会

（人材育成について議論）：研修部会
（活動頻度）：６回／年

（精神障害者の地域移行について議論）：専門部
会なし

（活動頻度）：○回／年

精神保健福祉審議会 １回

基本情報（政令市を除く）
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22 都道府県としての精神障害者の地域移行推進のための人材育成の取り組みの経緯①都道府県としての精神障害者の地域移行推進のための人材育成の取り組みの経緯①

福岡県

◆平成19年度にモデル事業として始まった「精神障害者社会復帰促進事業（地域支援事
業）」は平成２２年度には県域の全保健所が実施。当事業の一環である自立支援関係機
関会議（保健所主催）の構成員である精神科医療機関や相談支援事業所等の関係者を地
域移行推進のための中核的人材として位置づけ、育成を図っている。

◆上記の事業を推進するに当たり、タイムリーに福岡県精神保健福祉センター研修体系
に位置づけて、地域移行推進のための人材育成を取り組む。

・精神保健福祉業務基礎研修
市町村や保健所等の行政機関に従事する新任者を対象。

・精神保健福祉業務実務者研修
市町村や保健所等の行政機関及び精神科医療機関や相談支援事業者等の関係機関に
従事する実務者を対象とし、平成26年度から地域移行推進に係る中核的人材育成を
実施。

・精神保健福祉専門研修
行政機関や関係機関の従事者を対象とし、社会復帰や就労支援等に係る研修を実施。
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22 都道府県としての精神障害者の地域移行推進のための人材育成の取り組みの経緯②都道府県としての精神障害者の地域移行推進のための人材育成の取り組みの経緯②

福岡県

◆官民協働の研修企画チームの立ち上げと活動
構成員：精神科病院・相談支援事業所のPSW、本庁担当者及び県精神保健福祉センター職員
内 容：研修会の企画・開催 ・・・官と民、それぞれの得意分野を確認し、役割分担を整理。

平成26年度の取り組み

○ 改正精神保健福祉法に関する業務従事者（行政職員）研修会
日 時：平成26年9月９日（火）10:00～17:00
参加者：医療保護入院者の退院支援に関わる市町村職員、保健所保健師等 計61名
内 容：①改正精神保健法の概要

②精神科病院、地域援助事業者の立場から医療と福祉の連携
③グループワーク「医療と福祉の連携について」

○ 改正精神保健福祉法に関する業務従事者研修会
日 時：平成27年3月11日（水）10:00～16:30
参加者：退院後生活環境相談員、地域援助事業者、市町村職員、保健所保健師等 計297名
内 容：①精神保健福祉の動向

②医療と福祉の連携について（精神科病院、地域援助事業者の立場から）
③改正精神保健法における保健所の役割に関する研究報告
④改正精神保健法における医療と福祉の連携における課題とは
⑤グループワーク「本人中心の支援をするための医療と福祉の連携」

※同日にファシリティーター（保健所保健師、PSW等）を対象に事前説明会（ ９:00～1０:０0）
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３３ 精神障害者の地域移行の取り組みの経緯（１）精神障害者の地域移行の取り組みの経緯（１） 福岡県

１ 目標値の設定
（１）平成２４年度までの目標

平成１８年度の実態調査により把握した退院可能な精神障害者（1,930人）を
平成24年度までに退院させることを目標として、地域移行に取り組んできた。
（実績： 退院者 615人）

（２）平成24年度からの目標（平成２４年６月３０日調査日現在）
① １年未満入院者の平均退院率68.2%（目標値：H27.6.30調査時72.0％）

② 入院期間５年以上かつ65歳以上の退院者数64人（目標値： H27.6.30調査時118人）

（３）平成２７年度からの目標
①平成２９年度における入院後3か月時点の退院率64.0%
②平成２９年度における入院後１年時点の退院率９１.0%
③平成２９年６月末時点の在院期間が１年以上の長期在院者数を平成２４年６月末
時点から１８．０％減少
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３３ 精神障害者の地域移行の取り組みの経緯（２）精神障害者の地域移行の取り組みの経緯（２） 福岡県

２ 事業の実施
（１）精神障害者社会復帰促進事業（精神障害者地域支援事業）

県保健福祉(環境)事務所が中心となって、市町村、精神科病院、障害者福祉サービス
事業所、家族会等で構成する自立支援関係機関会議を設置し次の取組を行っている。

① 地域における地域移行・地域定着の推進に係る課題の抽出と解決
② 社会資源の情報提供及び開拓
③ 地域移行に係る支援体制の強化
④ 自立支援協議会（市町村の福祉担当課）との連携強化
⑤ 精神科病院と地域関係機関との連携強化

（２）精神障害者地域定着推進事業
退院した精神障害者の病状悪化時の対応方法を示したプラン（処遇プラン）の活

用による見守体制づくり（H26年度実績：10医療圏 20プラン）
（３）精神障害者訪問指導体制強化事業（H26年度実績：訪問数５件）

未受診者及び中断者を対象として、保健所の訪問指導に医師や精神保健福祉士等
が同行し、助言を行う。

（４）精神障害者に対する偏見・誤解の是正を図る講習会の開催
（H26年度実績：県内２か所1２０名参加）
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3-13-1 筑紫保健福祉環境事務所の取組①筑紫保健福祉環境事務所の取組①

福岡県

・精神障害者の地域移行を推進する上での課題に沿った取り組みを進めてきた。

平成18年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度   平成25年度 平成26年度

筑
紫
保
健
福
祉
環
境
事
務
所
の
取
組
み

国
の
動
向

「入院医療中心から地域生活中心へ」

精神科病院における長期入院（社会的入院）の解消を目指す

精神障害者が安心して暮らせる

まちづくりを目指して

退院促進

事業
精神障害者地域移行

支援特別対策事業

精神障害者

地域移行・地域定着

支援事業

＜筑紫地区の課題の抽出＞

①人・制度の共通認識

社会資源名簿の作成

②患者数と受け皿の実態把握

630調査及び市町障害者福祉計画の把握

③事例検討会

事例検討による地域課題の抽出

④埋める人・・・地域づくり

病院と地域との連携強化

⇒「入退院連絡カード」の作成

人材育成（研修会や会議の開催）

◆地域移行の推進に向けた体制整備

◆退院支援に関する関係機関間の

連携体制の構築

①会議・研修

実務担当者会議（市町）

地域支援関係機関会議

（実務者・責任者）

就労支援関係機関研修

②社会資源名簿の整理

③入退院連絡カードの活用

地域移行・地域定着支援事業

の個別給付化

①会議・研修

実務担当者会議（市町）

地域支援関係機関会議

（実務者・地域支援関係機関）

②地域支援従事者研修会

精神保健福祉

法の一部改正

保健所における代表的な取組の紹介

7



3-23-2 糸島保健福祉事務所の取組②糸島保健福祉事務所の取組② 福岡県

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

事業名 精神障害者地域支援事業 同左 精神障害者社会復帰促進事業 同左 同左

ねらい

・参加機関の役割と機能の

相互理解

・地域の精神障害者の現

状把握

・退院可能な入院者の把握

・退院可能な入院者の地域

生活を支えるための課題

の解決策を検討する。

・関係機関連携と課題解決

のためのネットワーク構築

・市自立支援協議会との重

層的支援に向けて体制を

検討する。

・構成員が社会資源の知

識を深め、各事業所間の

連携を強化する。

・市自立支援協議会との連

携を図る。

・法改正について情報提供

する。

・各関係機関の情報共有と困

難事例の検討等を行い、精神

障害者の支援を行う関係者

のスキルアップを図る。

・処遇困難事例の検討の場、

相談の場となる保健所の機

能を周知

実施

内容

(年4回)

・情報提供

・事例検討

・地域課題の検討(グルー

プワーク）

・退院促進についての事例

検討

・社会資源名簿内容検討・

作成

・市自立支援協議会報告

・事業所紹介

・退院促進事例報告

・市自立支援協議会報告

・事業所紹介

・継続事例報告

・県地域定着推進事業説

明

・講演及びグループワーク

・市自立支援協議会報告

・意見交換

・平成25年度定例ケース検

討会報告

成果

・参加者の地域の状況把

握や事業の理解は得られ

た。

・前年度抽出された「住ま

いの確保」等、地域課題に

対する具体的方策を事例

検討し、ネットワークの重

要性を実感した。

・事業所紹介により、具体

的な業務内容や利用方法

等理解が進んだ。

・24年度に報告した退院促進

事例についてまとめ、県の新

規事業「地域定着推進事業」

を活用した退院促進に取り組

むことを確認した。

・意見交換を通じて、各機

関や連携促進に関する問

題点が明らかになった。

課題

・関係機関職員や地域住

民の地域移行・地域定着に

関する理解が不十分。

・地域生活移行するには、

「住まいの確保」「日中活動

の場」「住民の理解」等の

課題がある。

・各事業所の支援内容が

関係機関間に共有されて

いない

・自立支援協議会との役割

の整理と連携強化が必要。

・法改正について、周知が

必要

・市自立支援協議会では３

障害が対象となるため、精

神障害者を中心とした検討

の場が必要。

・精神障害者支援に関する

関係者のスキルアップが

必要。

・精神障害者の課題や対策を

検討し、市精神部会に提言す

る等の支援が必要。

・市で解決・検討が困難な問

題を保健所が担う必要があ

る。

・支援機関の精神障害者に対

する支援スキルアップが必要

・関係機関のネットワークを構築し、関係者のスキルアップに力を入れてきた。
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3-３3-３ 京築保健福祉環境事務所の取組③京築保健福祉環境事務所の取組③ 福岡県

   平成 18 年度 平成 20 年度 ～ 平成 2２年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 2６年度  

 

国 

の 

動 

向 

    

 

 

 

  

 

京

築

保

健

所

の

取

り

組

み 

       

 

入院医療中心から地域生活中心へ 

精神科病院における長期入院（社会的入院）の解消を目指す 

退院促

進事業 
精神障害者地域移行 

支援特別対策事業 

精神障害者地域移行・ 

地域定着支援事業 

地域移行・地域定着支援 法改正により医療保護入院 

事業の個別給付化    者の退院支援の強化 

精神障害者が住みなれた地域で安心して生活できることを目指す。 

関係機関間が連携し、充実した支援体制の構築を図る。 

地 域 支 援 関 係 機 関 会 議（代 表 者・実 務 者） 

自立支援協議会との連携 社会資源名簿の作成  

関係機関研修会 

保健所保健師が 

「地域移行推進員」として支援 

関係機関 

ヒアリング 

精神科病院 

職員研修 

精神障害者地域定着推進事業 

       

・地域の支援体制を構築するとともに、研修機能を強化した取り組みを進めてきた。
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44 都道府県としての来年度への抱負都道府県としての来年度への抱負

福岡県

○地域移行の推進について

・精神保健福祉業務実務者研修の一環として、地域移行を推進する中核的な
人材育成を推進
・精神障害者社会復帰促進事業の中で人材育成を推進

・保健所が主催する会議等を活用して支援体制を継続

○市町村支援について

○地域移行推進のための人材育成について

次の事業を実施、精神障害者の地域移行を推進
・精神障害者社会復帰促進事業
・精神障害者地域定着推進事業
・福岡県医療保護入院者退院支援委員会への地域援助事業者等参加促進事業
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５５ 次年度の戦略次年度の戦略

福岡県

長期目標

時期 実施者 実施内容

平成2８年度
末までの期間

こころの健康づくり推進室
精神保健福祉センター
各保健福祉（環境）事務所

① 精神障害者の地域移行、地域生活継続の
ための仕組みづくり

② 精神障害者に対する正しい理解の促進

平成２９年度末までの目標値を次のように定め入院者の退院促進及び長期入院者の地域
移行を推進していく。
※ 目標値：入院後3か月時点の退院率64.0%、入院後1年時点の退院率91.0%

在院期間が１年以上の長期在院者数の減少率（平成２４年比）18.0%
（10,562人以下）

短期（次年度）目標

関係機関が連携して精神障害者の地域移行や地域生活の継続できるよう、自立支援
関係機関会議を開催し、支援体制の構築を図る。
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